
環境生活農林水産常任委員会所管事項説明資料

平成27年 5月 25日

1.農林水産部幸町哉の概要

2.農林水産部平成27年度予算の概要 5 

3. 主要事項 i5 
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1 .農林水産部組織の概要
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農林水産部

〔部長
音仲繁樹 徽

茨妄｛麗蕊綴輿嘉豆7
矢ア祐二

農林水蔵総務課
課長瀬古工E 博

農林水産財務課
課長長崎

... Ji, 

フードイノベーション課
課長伶 越哉

団体検交官果
課 長 奥 村 主包

藤一一

内幸日夫

｜蔑業研究理
所長近藤和芙

｜畜産研究所
所長斎藤尚彦

i寸担い手育成課
言集長後藤健治

i史央農業改良普及セジ安一
所長中井正人

i農業大学校
校長浅 l 野泰彦

i農iffi.物安全線
課長 WJ 川 塁量

人権・危機管理監
近藤和也

｛病害亙商除所
所長松本真人

許芋十日→-w
蚕震i諌
課長斉藤 軍基

｜北勢家畜保健衛生所
所長北村裕官

i中央家畜保健衛生所
所長小畑晴妄

｜南勢家畜保薩衛生所
所長古野 優

i紀州家畜保健衛生所
所長藤村元－Hg



次長（農業義重量整備・獣答担当）

嬢隠霊童栄 言語

軍高調整議
課長辻森芳室

司獣害対策繰
課長字問孝彦

l森林・林業経営弘
古 川 敏 彦 i課長吉吉田芳宏

参事 ！林業研究所
尾崎重徳 所 長 萩 原 福

治山林道課
木質バイオマス推進監 課長前野鼠弘

武南 茂
はみどり共亙張~藻
課長北野信~

衣長（水産振興担当） ザ援資源課
藤奇利彦 課 長 永 渡 主手

｜示産研究前
所長遠藤晃平

水産量経営課
課長石井 潤

q水産義務皇室備謀
課長太白憲明
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農林水産事務所組織

i桑名農政事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政室長
桑名地域農業改良普及センター長け在）

農村基盤室長

l四日市農林事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政室長
四日市鈴鹿地域農業改良普及センタ｝長（兼）

農村基盤室長
森林・林業室長

i津農林水産事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政室長
津地域農業改良普及センタ｝長（兼）

農村基盤室長
安濃ダム管理室長
森林・林業室長
水産室長

i松阪農林事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政室長
松阪地域農業改良普及センター長（兼）

農村基盤室長
森林・林業室長

i伊勢農林水産事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政室長
伊勢志摩地域農業改良普及センター長（兼）

農村基盤室長
宮川用水室長
森林・林業室長
水産室長
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本昌孝
北村隆久
西嶋政和
（農政室長兼務）
安田勝巳

田佳男
市野文夫
近藤克成
（農政室長兼務）
河内克己
渡部壮一郎

保勝
若畑光幸
谷 幸次
（農政室長兼務）
中津全隆
辻上正道
堀部領一
丹羽啓之

川有
前川昭広
松下規明
（農政室長兼務）
郡山武司
朝倉嗣雄

中俊行
篠田和晃
演口 勇
（農政室長兼務）

堤 宏司
森山直樹
松田清伸
神谷直明



田敦夫
福田直義
玉澄好子
〈農政室長兼務）
松浦 司
伊達直哉

藤
i伊賀農林事務所
所 長

部所長兼総務企画室長
農政室長
伊賀地域農業改良普及センダー長（兼）

農村基盤室長
森林・林業室長
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｜尾鷲農林水産事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政・農村基盤室長
森林・林業室長
水産室長

村和人
山本健次
清水透
（農政室長兼務）
野村康士
松岡 直

西
1熊野農林事務所
所長

副所長兼総務企画室長
農政室長
紀州地域農業改良普及センダー長（兼）

農村基盤室長
森林・林業室長
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2.農林水産部平成27年度当初予算の概要

【基本的な考え方】

県内の農林水産業は、担い手の不足や野生鳥獣による被害、生産物価格の低迷、グロ…ノ勺レ

化の影響など、依然として厳しい状況に置かれており、農林水産物の安定供給への支障や農林

水産業の活力低下が危慎されています。

一方、急速な少子高齢化やライフスタイル等の変化に加え、食の安全・安心に対する強い関

心などを背景に、消費者や食品事業者等のニーズが多様化しています。

こうした情勢に的曜に対応するためには、 「作る、獲る農林水産業」から「売れる農林水産

業」への転換、さらには「もうかる農材味産業」の実現をめざすことが重要です。

また、国において「農林水産業・地域の活力創造プラン」 （「まち・ひと・しごと創生総合

戦略Jにも位置づけ）に基づいて農林水産業を成長産業にしていくための新たな施策（需要フ

ロンティアの拡大、バリューチェ｝ンの構築、生産現場の強化）が展開されるニとに加え、 T

p P協定交渉などグ、ローノ勺レ化の進展により農林水産業への影響が懸念されることから、県内

の実情や特性を踏まえて適切に対応していく必要があります。

さらに、南海トラフ地震や多発する集中豪雨など自然災害への脅威が高まるとともに、農林

水産業施設の老沖市じが進んできていることから、県民の皆さんの不安を払拭するための地域防

災力の強化が求められています。

こうした認識のもと、 「みえ県民力ビジョン・行動計画jの最終年度どして、目標達成に向

けて必達意識をもって着実に取り組みます。

orもうかる農林水産業」の実現に向けて

「もうかる農林水産業」の実現をめざして、生産体制・生産慕盤の整備や担い手の確保、

新商品の開発・販路開拓への支援などに取り組みます。

生産体制・生産碁盤の整備については、農業では水田農業の経営慕殺の強化や園芸特産物

の生産振興対策、畜産業の成長産業化ん獣害対策の強化などに取り組むほか、材撲では主伐

の促進による素材生産量の増加と木材の安定供給、木質ノ4イオマスのエネノレギ｝利用の促進

などに、水産業で回毎女漁業の振興キ餐船'k蓋物の安定的な生産体制の構築などに取り組み

ます。

担い手の確保については、農林水産業を担う若者等の就業釘是進に取り組むほか、農地中間

管理事業を活用した農地集積などを進めます。

新商品の開発・販路開拓への支援については、産学官連携によるみえフードイノベーショ

ン・プロジェクトに加えて新たに食のパリュ｝チェーンの構築に取り組むことにより、県内

農林水産業を牽引していく売れる新商品の開発を加速させるほか、国内外における販問開拓

を強化じていきます。

0農山漁村における地域防災力の強化

平成26年台風11号等により被災した農地・農業用施設、山林や治山・林道等の復！日整

備を進めるとともに、ため池、漁港海岸堤防など農林水産施設の而慣化や計画的な高時改修、

災害に強い森林づくりに取り組むことにより、農山漁村における地蛾防災力の強化を図りま

す。
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平成27年度農林水産部当初予算総括表

0 款}.II］総括表 （単位千円）

区 分 (A当）平初成予2算6年額度 (B当）平初成予2算7年額度 前年度比較 (B) /(A) 
増減（B）ー（A)

一般会計
(37,918,985) (36, 149.436) . (b..1,769,549) (95.3弘）

35138,934 34.350,725 ム 788.209 97.8出

農林水産業費
(37,206,845) (33,774,145) (b..3,432,700) (90.8目）

34.426,794 31,975.434 ム 2.451,360 92.9拡

災害復旧費
712,140 2,375,291 1,663,151 333.5見

特別会計
1.670,736 1 965,204 294.468 117.6目

就農施設毒事資金貸付事業等
235.410 188.676 ム 46,734 80.1% 

地方卸売市場事業
217.789 317,205 99.416 145.6弘

林業改善資金貸付事業
852.487 1,095,213 242,726 128.5% 

沿岸漁業改善資金貸付事業
365,050 364,110 b.. 940 99.7% 

合 計
(39,589,721) (38, 114,640) (b..1.475,081) (96.3出）

36,809,670 36,315,929 ム 493,741 98.7% 

※上段（）はZ月機正含みベース

0事業別総括表

区 分
(A）平成26年度 (B当）平初成予2算7年額度 増前減年（度B）比一較(A) (B)/(A) 
当初予算額

一般会計
(37,918,985) (36, 149.436) (b..1,769,549) (95.3目）

35,138,934 34,350,725 b.. 788,209 97.8百

公共事業
(19,510,066) (16,967.403) （ム2,542,663) (87.0目）

16,956.473 16 308,628 ム 647.845 96.2出

国補公共事業
(14,109,702) (11,205.431) （ム2,904,271) (79.4%) 

11,556,109 10,546,656 ム 1,009453 91.3也

直轄事業
2,060,064 1.433,811 b.. 626,253 69.6出

県単公共事業
2,091 901 1.755,821 ム 336,080 83.9出

受託公共事業
536,259 197,049 ム 339,210 36.7目

災害復i日事業
712,140 2,375,291 1,663,151 333.5目

非公共事業
(18,408,919) (19,182,033) (773,114) (104.2拍）

18,182.461 18,042,097 ム 140,364 99.2% 

※上段（）は2月補正含みベース
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「もうかる農林水産業」の実現に向けて

「もうかる農林水産業』の実現をめざして、生産体制・生産基盤の整備、担い手の確保や
新商品の開発・販路開拓への支援などに取り組みます。
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｜ 『もうかる林業」の実現に向けて
r;'tうかる林業1の実現をめざして、持続可能な林業生産活動の推進、林業・木材産業の担い手の育成

賎漆材の利用促進に取り組むとともに、社会全体で支える森林づくりに取り紐みます。

森林・林業経営課 TEL059-224-2564
治山林道課 TEL059-224-2575 
みどり共生推進課 TEL059-224-2513

ヲ造銭蓋茎（266,485千円）2月輔正吉み

＠植栽、下刈jり、搬出間伐等森林整備の促進
d塞益経輩註麗笠盛麓進菱重量（13,567千円）

＠森林所有者との合意形成等、施業集約化活
動への支援

橋驚讃嬬酷斡盤
長＠高性能林業機械の導入等
錨遺益義鐙加速化・林業再生総合対策事業
、（831,514千円の内数)2月補正

⑥搬出間伐、林内務網整備や高性能林業機械
の導入

【森林・林業経営課】
A拍車：4投道塗＿£（559,496千円）

九＠木材の生産や搬出に必要となる林道の開設等
【治山林道課】

林業坦い卒脅威砲酎鐘釜裳（4,180千円）
叫車場体験研修の開催、林業機械の操作やメン
テナンス等に習熟した技術者の育成

【森林・林業経営課】

木質バイオ守スエネルギー利用促濃嘉重量
(5,217千円）

ペ町ド質チァプ原料を供給する事業者等の収集・
走塁機機械の導入や新たな｝雇用の支援

lil写本来署 4置すtn~ .fl-'.本家書室豆宣之＂ J司＂＇＇伊豆玄重量

x15唱，800'f円の肉数｝
＠木材加工流通施設や木造公共鰭設の整告書
t新）森林整犠加速化・林業事耳目主総合対策塞業

一＇（831;514千円の肉数)2月楠正

日新規用途導入促進、木材加エ流通施設や木
f造公共施設の整備等：＇；
_Tもっと農産材存使おう1推進率業（]i103＇千円）
¥,・@J三重量の木JのPR活動J住沼や商業施設等へ

の「あかね材」の利用拡大
；【森林正林業経営課】





一色~

fもうかる水 産 業 」 の 実 現 に 向 けて 水産資j原謀 805ト224-2522
水産経営課 8059-224司 25S2
水産基盤整備課8059-224~2598

希望ある水産業・漁村の実現に向けた「漁村地域の維持・形成」「消費者視点に立った水産物の安全供給」「環境保全や多面的機能の発揮」の

各施策展開と併せ、水産業の成長産業化に向けて、「海女漁業の振興j［多様な拐い手の確保Jrもうかる養殖ビジネスモデルの確立」「輸出拡大の

ための戦略策定J仁美容・健康・教育面などの視点を組み合わせた魚食普及」に取り組むことで「もうかる水産業」の実現をめざします。

・漁村地繊の維持・形成
農産業，漁村様車E許冨捻進筆裳（1;596千円）

＠「地域水産業・漁オ寸振奥計画Jについて、「浜の活力再生プランJと
併せ、新たな策定地区の掘り起こしと平成26年度までに策定した地
区における計画のブラァシュアップを進めるとともに、計画の実現iこ
向けた取組を支援する。 【水産資調謀】

漁業取締始警備費（588,382千円）

＠建造から20年を超え、老朽化レ、性能の低下している漁業取締船
「はやたか」の代船建造を実施する。 【水産資源課】

・消費者の視点に立った水産物の安定供給
資源管理体制・機能強化総合対策事業（8,781千円）

＠資源管理計画の策定の促進及び策定に必要な情報提供を行うとど
もに、策定した計画の履什状況を確認する。

逝堂室長室企室生$2蕃殖水建物の生産体制整備事業（1.473千円）
＠水産物の安全・安心の確線を図るため、魚病診断や水産用医薬品
の残留検査等の養殖衛生管混指導に加え、水産関係団体と連携じ
た貝毒検査を実施する。 【水産資源課】

・環境保全や多面的機能の発揮
三重盈丞表玄滋支翠.!i金主量業権興事業｛モデル纏築支媛水産基盤
董盤以.141,75日干円）
＠養殖水産物の品質等向上を図るため、英虞湾の堆積滞泥を波探に
よn除去し、海域環境の改善に取り組む。 【水産基盤整備課】

肉水面域振興活致並進達塞（止846千円）
＠内水面漁業の援奥を促進するため、内水面漁業協同組合等が行う
アユの種苗放流、カヲウ、・外来魚の駆除等を支援する。

【水産資源課】

・海女漁業の振興

盗玄滋護室援盟主封笈蔓£〔9,856千円）
＠イ甚女の漁業収大の増加を目的として、資源減少が著しいアワピ、
の放流穣苗の大裂化に係る実証試験やアワ！：：＇とともに海女の
収入を支えている赤ナマコ種苗の供給体制jの強化に敬り絡む

【水産資源課】

・多様な担い手の確保

（一都新）新規漁業就業者定着支擦事業（3』03千円）

＠県漁業担い手対策協議会の運営や新規就業時の経済的不安
の解消を目的に補助を行う。また、水橋連携を推進し、水産分
野における障がい者の就労支援を行う。 【水産経営諜】

・もうかる養殖ビジネスモデルの確立。
みえの養殖水産物計富生産体制構築事業（5,241千円）

＠本県の養殖魚の大半を占めるマダイと他の魚種を組み合わせ
た三重県型の「複合養殖jモデルの確立をめざす。
また、餌料コストの削減冷魚病ジスクの低減のための試験を実
施し、技術の高度化を図石。 【水産量計原課】

・輸出拡大のための戦略策定
魅力あるみえの水産物輪出戦略構築事業（4,S22千円）2)l補正

複合養殖の導入

⑥県内産水産物の輸出を促進するため、海外見本市i乙合わせ
た営業活動やバイヤーとの商談に係る支援を行うとともにち 議県水産物の輸出拡大
EU等への水産物輸出に必要なHACCP認定の取得に係る
研修会の開催や先進事例の調査等を行う。 【水産資源課】

・美容・健康事教育面などの視点を組み合わせた魚食普及
みえの負金普及推進事業（2,551千円）
＠魚に関する知識や簡単かつおいしく食べる方法を普及する人
材を育成するとともに、育成した人材による魚食普及の取組に
より、魚の調理隊れの解消につなげる。 【1主



よ与

農 山漁村における地域防災力の強化
農業基盤整備課 059-224】 2556
森林・林業経営課 059-224-2564
治山林道課 059-224-2573 
水産基盤整備課 059~224~2598 

平成26年台風 11号等！こより被災した農地・農業用施設、山林や治山・林道等の復旧整備を進めます。
また、農山漁村における地域防災力の強化に向けて、施設の耐震化や計画的な維持改修、災害に強い森林づくりなどに取り組みます。

波災した農地・農業用施設の復1日整備などを
施。
団体営災害事耕地復旧事業（1.469.5目J1手fll)

［農業基鍵ま華僑課］

廃じた山林や、被災した治山・林道施設の復
関重量備などを実施。

盆山麓塗袋霊盆担裳茎~回i
林道施設災害復j日；事業（615000干問）

農村の防災・滅災対策を実施。
県営ため池告書整備事業（366.418干円E旦盤悪意是

基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業

笠~
獲崖盤金麓塗肇鐙議茎立銀銭壬Bl_
地すベり対策事業（31.500干円）

林・林業の防災・減災対策を実施。
1足警に強い森林づくり推進事業（637243平円）
治山事業（1目印 153午 fll），月描E含み 【治山林道課】

嚢益還護創造筆裳~班Bl

産業・漁村の防災・滋災対策を実施。
県営漁港施設機能強化事業（2720日日干円）
県営潟港海岸保全事業（219.750平円）

【7］＜.産基盤整備課］

設の計頭的な維持改修などを実施n

基幹農業水利械設スト引ウマネジメント事業

段回』盆まBl_
盤整基斡水車i施設緊急調査戸繍修事業（12.436平阿）

［農業経盤整備課］

繍欄欄綴欄

忠治山・林道施設の維持補修などを実施。
盤単盆山議選｛914.708平 fllの一部）

i蓋i皐義援道長寿命化促進事業(198唱2平内）
E治山林道課

設の計薗的な維持政修などを実施；； .• 
塁盆農産麹盤翁基盤機能l築会事業(168.000：千問）
護軍費水産物供給基盤機能保全事業（17喝.560"ffll)

【氷産基盤義備課
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(1)食の産業撮興について

1 現状

豊かな食材や多様な食文化を背景に、高いポテンシャルを有する本県の食関連産業は、

農林水産業・製造業・サ｝ピス業が関わる裾野の広い産業であり、多くの県民に「働く場」

を提供しています。この食関連産業の持続的な発展を図るため、現在、県では、地域再生

計画などに基づき、食の産業振興に取り組んでいるところです。

( 1 ）地域再生計画の推進

平成 27年1月、本県から申請していた地域再生計画「『食』で拓く三重の地域活

性化」が、国の地方創生関連法として改正された「地方再生法」に基づく第1号認定

を受けました（計画期間は平成31年度までの5年間）。

この地域再生計画では、新たに創設された「地域再生戦絡交付金」なども活用し、

「ミラノ国際博覧会jへの出展など、園内外の様々な機会を通じた三重の「食jの魅

力発信、企業や大学等の連携を促進することによる商品開発・販路開拓、 Ic T・ビ

ッグデータの利活用による事業環境の整備などを雇用経済部等と連携しながら進めて

いくこととしています。

(2) 『みえ食の産業振興ピジョン』の検討

こうした地域再生計画の取組などを、今後、オ｝／レ三重で展開していくため、現在、

雇用経済部と連携し、食の産業振興の取組方向などをまとめた「みえ食の産業振興ビ

ジョン」の策定l乙取り組んでいます。

今後、さらに検討を進め、 6月定例月会議の本常任委員会に最終案を示したうえで、

ビジョンを確定してし、く予定です。 （ビジョン（案）の概要、本文参照）

2 農林水産部の注力する取組

農林水産部では、 「みえ食の産業振興ビジョン（案） Jの取組の方向性にも位置づけて

いく、食の産業振興を支える土台づくりとして、特に、安全・安心に向けた取組をベース

に、 Ic T等を活用した事業環境の整備や担い手の育成を進めるとともに、素材の磨き上

げや国内外への販路開拓に取り組んでいます。

( 1 ) I C T等を活用した事業環境の整備

現在、進めている「みえフードイノベーション」の取組を加速するため、 ICT・ 

ビッグデータを効果的に活用するための調査や人材育成、県産農林水産物の機能性に

関するデ｝タパンクの構築などに取り組み、食に関連する事業者の連結（バリューチ

ェーンの構築）を促進します。 , 

(2）担い手となる人材の確保育育成

食関連産業の起点となる農林水産業の持続的な発展に向け、経営の規模拡大や6次

産業化、企業参入などを促進するとともに、新規就業者の確保・育成に取り組んでい

ます。
( 3）素材の磨き上げ

県産農林水産物が実需者などから大いに期待され、取引の拡大につながるよう、食

味、安全性、機能性といった価値の創出・向上に向け、試験研究や普及指導に取り組

むとともに、高品質な県産農林水産物のブランド化を推進しています。
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( 4）国肉外への販路開拓・情報発信

園内については、首都圏営業拠点「三重テラス」や関西圏でのイベントなどを活用

し、県産農林水産物の販路開拓や情報発信に取り組んでいます。

一方、国外では、県産ブランド和牛について、平成 26年度に輸出プロモーション

を行った米国で、のフォローアップのほか、その他新興国市場への輪出に挑戦する生産

者団体の取組を支援していきます。

みかんや柿については、引き続き、タイでの販売定着に向け、品質保持技術の改善

や現地高級ス｝パーでのPR等に取り組みます。茶についても、輸出を見据え、病害

虫防除技術を確立するとともに、農家のJGAPの認証取得を促進会ます。

水産物については、平成 26年度のシンガボーノレ・上海での市場調査結果などを踏

まえ、ビジネスパートナ｝の発掘や販路開拓に向けた営業活動、バイヤーの県内招へ

い等に取り組みます。

3 平成27年度の取組

今後確定していく「食の産業振興ピジョンjの実現に向け、雇用経済部と連携しながら、

関係する施策を推進するとともに、その進捗状況について、点検、評価を行い、より効果

的に施策を進めていきます。
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(2）みえフードイノベーションの推進について

1 .現状（背景、課題）

近年の農林水産業を取り巻く厳しい状況に対応するためには、農林水産業と

食品産業やものづくり産業等の異業種や、大学や研究機関等の産学官の連携を

促進・強化することにより、県産品の開発力を強化し、消費者の多様なニーズ

を先取りして付加価値を創出できる収益力の高い「もうかる農林水産業Jを展

開していくための環境づくりを進める必要があります。

そのため、木県の「食」の魅力を最大限は生かした商品やサーピスを革新的

に生み出すためのしくみとして、平成 24年 5月に「みえフ｝ドイノベーショ

ン・ネットワーク」を立ち上げ、県内農林水産資源の活用検討会、県内企業が

持つ独自技術の研修会、ネットワーク会員の交流会等を開催し、新たな商品や

サーピスの開発に取り組んできました。

2. 平成27年度の取組

引き続き、 「みえフードイノベーション・ネットワーク」の拡大を図るととも

に、新たな商品やサーピスの創出に向けて、企業連携型プロジェクト、各研究所が

中心に進める研究開発型プロジェクト、生産体制の確立・強化など産地育成型プロジェク

トを支援します。

また、 Ic T、ピッグデータの活用や農林水産物が有する機能性に着目して、食に関係

する事業者等のさらなる連携が進むよう事業環境の整備を行い、食のバリューチェーンの

構築に取り組みます。

さらに、みえフードイノベーションの取組が今後も自立して継続していく仕組みを検討

します。

主な成果（抜粋）

ネットワーク会員数： 356者（平成 27年 3月 31日現在）

プロジェクト数： 43プロジェクト（平成 27年 3月 31日現在）

プロジェクトから開発された商品等の数： 43品目（平成 27年 3月 31日現在）

平成 26年度に開発した商品等：

MieMuキャンディ、みえむメニュー、みえックスキャンディ 2、低リン米、

Co Co壱番屋「みえしか頼めんちゃカレー」、まごころ乳液こまめ、お茶の香

関の戸、三重讃菓、みえのソフトクリーム第 2弾、 MATURA、三重ギフトコレ

クション、みえジピエフェア Season1、サッポロ一番三重亀山ラーメン牛骨

味噌味、企業資本による農業参入のしくみ構築、農福連携ピジネスのしくみ

構築
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(3）五重県食を担う農業及び農村の活性化に聞する基本計画

の見直しについて

1 .現状（背景、課題）

( 1 ）現行の基本計画について

現行の基本計画は、「三重県食を担う農業及ひ、農村の活性化に関する条例」（平成 22

年12月 28日に制定・施行）の規定に基づき、平成 33年度を目標に、県民の健全で

豊かな食の実現と、県内農業及び農村の持続的な発展に向け、総合的かっ計商的に施

策を推進する基本的な計画として、議会の議決を経て、平成 24年3月に策定しまし

た。

(2）基本計画の見直しの背景について

国において、米政策の改革や農地中間管理事業の実施など農政改革が進められてい

ること、新たな「食料・農業・農村基本計画」が平成 27年3月に策定されたこと、「ま

ち・ひと・しごと創生法」などが施行され地方創生の取組が始まっていることなど、

国の政策動向や社会情勢の変化を捉え、基本計画の見直しを進めます。

2.基本計画の見直しについて

( 1 ）見直しの方向

人白減少や消費者ニーズの多様化・高度化、農業構造の変化、国における農政改革

等、食と農業及び農村を取り巻く環境の変化への対応を図るとともに、次期「みえ県

民カビジョン・行動計画」の見直し作業と併せ、三重県まち・ひと・しごと創生総合

戦略（仮称）など、他の計画との整合を図りつつ検討を進めます。

(2）基本計画懇話会、パブリックコメントの実施について

県民の皆さんからの意見を集約し、計画案への反映を図るため、農業者や食品関連

事業者、関係団体、有識者等で構成する基本計画懇話会を開催し、計画の考え方や内

容について意見交換を行うとともに、パブリックコメントを実施します。

3. 平成 27年度の取組

次期「みえ県民力ビジョン・行動計画」の見直じ作業とも整合を図りつつ、本年度

中に基本計画を見直したいと考えています。
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(4）地域活性化プランの推進状況について

1 .現状（背景、課題）

( 1 ）経緯

農産物の安定供給や多面的機能の維持増進など農業及び農村が果たすべき基本的役割

を将来に渡って持続的に展開できるよう農業及び農村を活性化していくためには、集落

や産地など地域の創意工夫のもと、農地、景観、文化などの地域資源を有機的に結び付

け、効果的に生かし、地域全体で生み出していく価値を高めていく活動を、農業者をは

じめ地域の住民が一体となって取り組んでいくことが必要です。

このため、、平成23年度から「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例J第

24条の規定に基づく、集落や産地等の活性化に向けた地域の活動計画（以下「地域活性

化プラン」という。）の策定やその実践取組に対する支援に取り組んでいます。

( 2）推進経過及び実績（平成26年度）

地域の課題や目指すべき方向に応じて、市町やJAなど関係機関と連携した「地域活

性化プラン支援チーム」（以下、「支援チ｝ムJ）を推進対象ごとに編成し、これまでに策

定された 167プラン（平成23～25年度策定）の実践取組を支援しました。

また、新たな 51地域において、支援チームを中心に、実践事例の紹介や課題設定のた

めの座談会、集落・産地等の今後の取組方向の整理などを進め、農産物の付加価値化や

農産加工、集落営農、地域の農地やコミュニティの維持など、地域の実情に応じたプラ

ン策定を目指した取組を支援し、平成26年度までの策定数は218プランとなっていますo

さらに、販路開拓や商品開発など、新たな価値の創出に取り組んでいく 33プラン（H23

策定3、H24策定3、H25策定8、H26策定 19）については、その取組のスタ｝トアップ

を促すため、専門家の派遣や試作・試行等の支援（ハンズオン支援）を行いました。

地域活性化プランの実践成果（課題解決手法や成功要因等）の共有を図るため、成果

発表会を開催するとともに、県ホームページ等による情報発信を行っています。

2. 平成27年度の取組

引き続き、市町やJAなど関係機関と連携し、農業者等の意欲醸成を図りつつ、策定

地域の拡大と継続的な実践支援に計画的に取り組みます。へ

具体的には、新たなプラン策定支援（50地域）と販路開拓や商品開発等の新たな価値

の創出につながる取組へのスタートアッフ。支援（33か所）のほか、販路開拓等に向けて、

展示・商談会等への参加促進や6次産業化関係、事業等への誘導など、ビジネス展開に向

けた意欲醸成を進めます。また、プラン聞の連携や食品関連事業者等異業種からの提案

に対応できる産地づくりなど、実践取組のステップアッフ。を支援していきます。
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(5）農地中間管理事業の推進について

1 .現状（取組状況、課題）

( 1 ）県の取組状況

平成 26年度からスタートした農地中間管理事業は、県から指定を受けた農地中間

管理機構（以下「機構Jという。）が、規模縮小農家等出し手から農地を借り受け、

公募により受け手となった担い手に対して、まとまった形でできるだけ長く貸し付け

ることで、農業生産性の向上を推進する制度です。

平成 26年度の農地中間管理事業の実績は、全国的に低調に推移し、本県において

｛も 6市町で、 78.Bhaとなりましたが、その要因として、地域で農業者の話し合いが十

分に進まなかったことや制度の理解に時間を要したことなどが考えられます。

しかしながら、平成.27年度は、地域での話し合いや制度の理解が進むとともに、

農地中間管理事業の活用により交付される地域集積協力金や耕作者集積協力金の交

付単価が最も高い最終年度になることから、 20市町から約 l,ZOOhaの事業活用の要望

が出ています。！

( 2）着実な推進に向けて

① オ｝／レ三重での推進体制の構築

市町からの要望を着実に成果につなげていくためには、機構・市町・ JA・県等関

係機関が集う県農業再生協議会等の活動を通し、それぞれの業務を明確にしたう之で、

関係機関・地域が一体となった推進体制を構築することが必要です。

② 地域の課題に応じた農地中間管理事業の活用

また、担い手や集落営農組織への農地集積・集約化、低コスト生産の実現、及び耕

作放棄地の抑制など地域農業の諸課題を解決していくためには、地域・集落ごとに現

状を分析したうえで、農地中間管理事業の活用を進めていくことが重要です。

具体的には、

担い手が混在している地域においては、

1 ）中長期の展望にたって、地域の担い手を明確にし、農地の効率的な利用を進め

るための地域合意のしくみを作る。

2）担い手間の調整により、分散している経営農地の集約化・集団化を図る。

担い手の不足している地域においては、

3）集落営農組織を法人化し、農地の集積・集約化による経営安定を図る。

4）地域外の農業生産法人や農業参入企業とのマッチングを図る。

等の取り組みを前提として、地域の実情に応じた話し合いを促進できるよう、県・機

構等が支援していく必要があります。
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2.平成27年度の取組

本県での農地中間管理事業の円滑な推進に向けて、引き続き、関係機関との連携を

強化するとともに農業者間の地域合意を進めます。

特に、本年度は、新たに県の地域事務所ごとに設置した「農地中間管理事業推進チ

-.b.Jを核として、市町・ JA ・機構等と連携を図り、

農地中間管理事業を重点的に実施する区域やモデル地区の設定（Pian)

対象集落等での話し合いに向けた支援（Do)

集落に応じた集落診断カルテによる状況把握（Check)

集落ごとの人・農地プラン作成等を通じて、農地集積・集約化を推進（Action)

等の戦略的な取り組みを進め、農地中間管理事業を着実に促進してまいります。
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(6）新規就農者の確保育成について

1 .現状（背景、課題）

( 1 ）経緯

平成 17年から平成22年にかけて、県内の農業就業者は 57,810人から 42,624人に減

少し、このうち 65歳以上の割合は 65%から 74%に増加するなど、農業従事者の減少と

高齢化が急速に進んでおり、農業・農村を持続的に発展させていくラえで、担い手農業

者の確保・育成が喫緊の課題となっています。

このような中、国においでは、平成24年度から青年就農給け金を柱とする新たな施策

が拡充され、平成26年4月には農業経営基盤強化法の改正に伴い認定新規就農者制度が

創設されるなど、新規就農者の確保育成に向けた取組が強化されています。

また、県においても、新規就農者の受入体制を充実するため、平成24年6月に「みえ

の就農サポートリ｝ダー制度」を創設するなど、国の制度と合わせた効果的な新規就農

者の確保・育成に積械的に取り組んでいるところです。

(2）平成26年度の実績と課題

新規就農者に対する支援については、

①農業大学校における技術・経営に関する実践的な教育を通じた就農準備支援 i

（卒業生33名のうち就農者23名）

②（公財）三重県農林水産支援センターにおける就農希望者への情報提供や就農相談

（就農就職フェア等での就農相談 287件）

③農業改良普及センターにおける、市町等と連携した青年等就農計画の作成助言や就

農サポートリーダー制度の活用などによる就農者への重点支援

（青年等就農計画作成数： 27件、サポートリーダー登録数： 144人、サポート対象

者数〔累計〕： 32人）

④国の青年就農給付金による就農準備と経営開始期の生活基盤や経営安定の支援

（準備型： 31人、経営開始型 114人）

などに取り組んでいます。

その結果、 45歳未満の新規就農者数は 135名（前年度 135名）でした。このうち「非

農家出身」は 110名（81%｝、「県外からの参入者」は41名（30%）となっており、「農

業法人等への雇用就農Jは94名（70%）を占めています。

国が農林水産業・地域の活力創造プランにおいて「青年新規就農者を現在の年間1万

人から 2万人に倍増させていくことJを掲げたことを踏まえ、県では新規就農者数の平

成 33年度目標を 110人／年から 180人／年に上方修正したところであり、地方への人の

流れをつくる「地方創生」の実現に向けて、大規模農業法人への雇用就農者や移住等に

よる独立就農者などの受入体制の充実を図り、本県が魅力ある就農地として選択される

よう、新規就農者の確保・育成の取組を一層強化していく必要があります。
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2.平成27年度の取組

平成26年度に引き続き市町等と連携した支援を着実に進めていくことに加え、就農官官

の準備段階については、 「ええとこゃんか三重移住相談センタ…Jと連携して就農情

報等を発信するとともに、雇用就農の円滑なマッチングに向けて雇用者・求職者への研

修会の実施や、農業法人等の求人情報の充実を支援します。さらに、独立・自営就農希

望者を受け入れている農業者等が独自に行う新規就農研修の実施に必要な研修環境の整

備を支援します。

また、就農後の定着段階については、雇用就農者を含めた新規就農者を対象にした公

開講座の開催など、農業大学校を核とした農業人材育成機能の充実を行い、就農者支援

に取り組みます。

新規就農者数〔45轟未満〕の推移

（注：平成 22年以前は40歳未満）
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〔出典・「平成26年度農業への新規就業に関する状況調査』（担い手育成課調べ）〕
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(7）水田農業の推進について

1 .現状（背景、課題）

米、麦、大豆等水田活用作物については、国の施策である経営所得安定対策を活用

しながら、米の計画的な生産、実需者の需要に対応できる麦や大豆の生産性向上、関係

者との連携によるブランドカの向上等に取り組んできました。

( 1 ）米の需給調整、経営所得安定対策の実績

平成26年産米の需給調整については、生産数量目標面積29,200haに対して、実作

付は 28,900haとなり、目標を達成しました。経営所得安定対策については、米の直接

支払交付金が 7,500円／lOaに半減されるなど大幅な見直しが行われましたが、麦な

どの面積拡大、収支量増に伴う数量払い助成の増加により 19,483件（対前年比96.8%) 

の方が参加し、交付額 84億 9000万円（対前年比 95.9%）の活用となっています。

(2）米の生産振興

米については、平成 26年産の価格が大幅に下落し、米を主業とする農業者におい

ては厳しい環境となっています。県内の小売店でも販売価格の低迷が続いており、県

産米の消費拡大やブランド化を進め、安定した需要を確保しでいく必要があります。

また、「結ひ9の神」は、平成 26年産については 57件の生産者が生産を行い、 422t 

が生産されました。知名度は徐々に向上しており、量販店や飲食店での取扱も増えて

います。さらに、平成26年産から生産者直売も実施しており、今後も、イベント等で

のPR活動で知名度向上を図るとともに、生産者や実需者と連携して販路拡大などに

取り組む必要があります。

( 3）麦・大豆の生産振興

麦・大豆については、本県の水田農業の基幹作物として生産振興に取り組んでおり、

近年、面積が拡大しています。特に、麦は「三重県モデル」と呼ばれる実需と生産が

連携したサプライチェーンの取組により、県内外の加工事業者からの需要は高く、引

き続き、需要に応えられる生産量の拡大や品質の確保が必要です。

大豆については、台風などの影響を受け2年連続の不作が続いており、生産性の向

上が急務となっています。

( 4）飼料用米等新規需要米の生産振興

水田のフル活用と農業者の経営安定を図るため、飼料用米等の非主食用米について

は、麦や大豆の作付が困難な水田を中心に生産拡大を進めています。

( 5）米政策の見直し

国における米政策の見直しでは、平成 30年産を目途に行政による生産数量目標の

配分に頼らずとも需要に応じた生産が行える状況を目指すとしており、市長会・町村

会や生産者・集荷業者・団体等関係機関を構成員とする三三重県農業再生協議会におい

て環境整備に向けた検討を進めています。
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2.平成27年度の取組

引き続き、関係機関と連携しながら、経営所得安定対策を有効活用し、需要に応じた

計画生産に取り組みます。

( 1 ）米については、米の消費低迷に対応するため、県産米の販売促進キャンベーンを実

施し消費喚起対策を進めます。また、県内各地の米がもっ強み（米力）を生かした新た

な販路開拓とブランド化を進めていきます。

( 2) 「結びの神」については、取扱う飲食店や小売店の拡大に向け、引き続きこだわり

をもっ業者・店舗等への積極的な情報発信や、生産者独自の販売ノレ｝トの活用などを

進めます。

( 3）麦・大立については、実需者の需要に応えるため、作付面積の拡大を進めるととも

に、収量を向上し生産安定を行うための栽培技術の高度化に取り組みます。

(4）飼料用米等については、作付拡大を進めるとともに、生産性の向上を図ります。ま

た、畜産農家、畜産物流通業者、研究機関等で構築された畜産クラスターにより飼料

用米の利活用を推進します。

( 5）三重県農業再生協議会に設置したワーキンググループにおいて、米政策の見直しに

伴う木県の水田農業への影響や今後の対応方向について検討を進めます。
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(8）畜産業の成長産業化に向けた取組について

1 .現状（背景、課題）

本県の畜産は、農家戸数が減少する中で経営の大規模化や法人化などが進み、その

産出額は農業全体の約3割を占めるとともに、近年増力削頃向で推移しています。一方

で、産地問競争の激化やグローパル化の進展による畜産物の輸入拡大、飼料価格の高

騰、家畜伝染病等の脅威など、依然として厳しい環境におかれています。

こうしたことから、県では、畜産物の高付加価値化や販路の開拓などによる「ブラ

ンドカの向上への支援」、自給飼料の活用などによる「安定的な経営の確保j、防疫体

制の強化などによる「衛生管理体制の確立Jの3つを柱とする「畜産業の成長産業化」

に向けた取組を平成26年度から進めています。

平成26年度においては、米国における県産ブランド牛肉の販路開拓や、豚肉、鶏肉

等のブランドカ向上に取り組みました。

2. 平成27年度の取組

( 1 ）ブランドカの向上への支援（攻めの畜産に向けた支援）

県産ブランド牛肉の海外販路の開拓に向け、米国への本格輸出のためのフォローア

ップなどに取り組むほか、その他新興市場への輸出の足がかりとなるよう、生産者団

体による海外見本市等への出展支援などに取り組みます。

また、地域特産物（アカモク）を活用した特徴ある豚肉の生産技術の開発や「新姫J

の絞りかすを飼料に添加した豚肉の商品化に向けた支援、九州等の鶏肉主産県との差

別化を図るための朝挽き鶏肉の食味優位性の解明等に取り組み、販売力向上につなが

る支援を行います。

( 2）安定的な経営の確保

畜産農家、耕種農家、畜産物流通業者、研究機関等で畜産クラスターを構築し、県

内産飼料の利活用を推進することで、畜産経営の向上を図ります。

また、菌室農経営の多角化と和牛肥育素牛の安定的確保を図るため、昨年度に引き続

き和牛受精卵作成技術の向上等に取り組みます。

養豚経営では、食品の製造過程で発生する未利用資源や飼料米を活用した低コスト

養豚飼育技術の研究開発に取り組み、生産コスト低減につなげていきます。

( 3.）衛生管理体制の確立

高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫等のさらなる初動防疫体制の強化にむけ、市町

や生産者、関係機関との連携強化を図りながら防疫演習や研修会、講演会等を実施し

ます二

また、養豚・養鶏農場生産者が農場HACCP手法に基づく衛生管理に取り組める

よう、引き続き家畜保健衛生所や中央農業改良普及センターの指導員による支援を進

めます。
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(9）農業を支える基盤整備について

1 .現状（背景、課題）

県民に安全で安心な食料を安定的に供給できる持続的な農業の実現や水源のかん

養などの多面的機能を安定的に発揮させていくうえで、農地、農業用施設等の農業生

産基盤の整備を計画的に進めていく必要があります。

また、東日本大震災や紀伊半島大水害をはじめ、平成26年8月の台風 11号被害な

ど近年多発する自然災害に備え、農村地域の防災・減災対策のより一層の推進が求め

られており、施設の耐震化や長寿命化の取組を加速化する必要があります。

一方、農村では、人口減少や高齢化の進行、過疎化による農業の担い手不足などに

より、農業生産基盤を維持していくことが課題になっています。

このような中、 「農業生産性の向上」 「安全・安心な農村づくり」 「農村の総合的な

振興と活性イじ」 「多面的機能の維持・発揮Jを整備の方針として、農業基盤の整備を重

点的かっ効率的に進めています。

さらに、こうした取組については、中長期的な視野に立って地域の農業や農村の特性

を生かし、地域のニーズに応じた整備を計画的に進めていく必要があります。

2. 平成 27年度の取組

( 1 ）農業農村整備の推進

①農業生産性の向上

大規模農業経営の推進に不可欠な水管理の省力化を実現し、担い手への農地集

積を促進するため、用水路のパイプライン化等の事業を着実に進めるなど生産性

の高い農業を支える生産基盤の整備に取り組みます。

－高度水利機能確保基盤整備事業 1,386,244千円 対前年 118.3判

（平成26年度2月補正含みベース 1,623,964千円 対前年 84.5出）

※ 公共事業費は、前年度当初予算の 80%程度として機械的に計上するなど

「骨格的予算」として編成・以下同じ

・県営かんがい排水事業

（平成26年度2月補正含みベース

②安全・安心な農村づくり

970, 391千円対前年 139.鰍

970, 391千円対前年 95.2%) 

大規模地震や集中豪雨等による農業・農村の被害を防止し、安全で安心な農村

と安定した農業生産を実現するため、排水機場や農業用ため池など防災施設の計，

画的な整備を進めます。

－基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業

（平成26年度2月補正含みベース

．県営ため池等整備事業

（平成26年度2月補正含みベース
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624,265千円対前年 64.2出

624,265千円対前年 59.2出）

290,600千円対前年 179.2見

366,418千円対前年 133.9拡）



③農村の総合的な振興と活性化

農村活力の維持・強化を図るため、基幹産業である農業の振興が図られるよう

地域住民参加のもと、地域の多様なニーズに応じた生産基盤の整備や農村生活環

境の整備を総合的に進めます。

－県営中山間地域総合整備事業

（平成 26年度2月補正含みベース

．団体営農業集落排水整備促進事業

④多面的機能の維持・発揮

524,500千円対前年 79.9出

561,000千円対前年 85.5世）

254,600千円対前年 79.0首

国土の保全、水源かん養などの多面的機能の維持増進を図るための地域活動に

取り組む集落や、中山間地域等において農地を維持管理するために農業生産活動

等を継続する意欲のある集落を支援します。

－多面的機能支払事業 1, 162, 763千円 対前年 297.日目

※ 法制化に伴い、交付金のルートが［国→県→市町→活動組織］となるこ

とから事業費が増加。

・中山間地域等直接支払事業 216,384千円 対前年 109.5% 

(2）平成 26年8月発生の台風 11号による被害からの早期復旧

平成26年 8月9日から 10日にかけて、台風 11号の影響で三重県に大雨特別警

報が発令されるなど、津市を中心として県内各地で農地・農業用施設に大雨による

被害が発生しました。

現在、各市町により復旧工事が進められており、平成 27年3月末の復旧率は約

30%で、本年度末にはすべての被災箇所で復旧工事が完了するよう支援していきま

す。

(3）三重県農業農村整備計画（仮称）の策定

農業の持続的発展や農村の振興を支える生産基盤を計画的に整備するため、 「コ

重県農業農村整備計画（仮称）」の検討を進めており、平成 26年度末に中間案を

とりまとめ、平成 27年第1回三重県議会定例会2月会議で計画策定の目的や概要

等を説明しました。

今後は、県議会をはじめ、市町や土地改良区、有識者懇話会、パブリックコメン

ト等を通じて意見を聞くとともに、国の施策の動向や「みえ県民力ビジョン」 「三

重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画」との整合を図りながら、平

成 27年度に策定します。
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(10）獣害対策について

1 .現状（背景、課題）

野生鳥獣による本県の農林水産被害金額は、平成25年度には約6億2千9百万円と、

平成24年度に対して約7千万円減少し、平成23年度をピークに着実に減少しています。

しかし、被害は依然として深刻な状況です。

このため、野生鳥獣による農林水産被害の減少に向けて、市町等と連携し、獣害につ

よい地域づくりなどを進める「被害対策J、野生鳥獣の捕獲力強化や野生鳥獣が生息でき

る森林環境整備などを進める「生息管理」、適正に捕獲した野生獣を未利用資源として活

用する「獣肉等の利活用」を3本の柱として、総合的な獣害対策に取り組んでいます。

2. 平成27年度の取組

( 1 ）被害対策

平成 26年度までに侵入防止柵を 2,036km （見込み）整備し、「獣害対策に取り組む集

落Jが273集落に拡大されましたが、県内全体では、依然として 800以上の集落で被害

が発生しています。このため、引き続き、「獣害対策に取り組む集落」の拡大に向け、集

落住民の意欲の醸成や集落リーダーの育成に取り組むほか、野生獣の追い払いなど地域

ぐるみの活動に対する支援や侵入防止柵の計画的な整備を推進します。また、獣害対策

に対する理解を促進するため、フォ｝ラム等を開催します。

( 2）生息管理

① 捕獲効率の向上に向け、民間企業と連携して開発した大量捕獲わなの遠隔監視・操

作システム「まる三重ホカクン」をはじめとする大量捕獲技術の実証・改良等を重ね

るとともに、その普及や集落における捕獲技術の向上に取り組みます。

ニホンザ、／レの被害は、特に深刻であることから、集落が実施する総合的なサノレ対策

活動を支援するとともに、 Gp S機器を用いた正確な位置情報の把握による防除技術

や、超大型捕獲おりによる多頭群の効率的な捕獲技術の開発・実証に取り組みます。

② 地域の捕獲力の強化に向け、市町ごとに作成した「獣害対策カルテ」や、野生獣の

捕獲位置や頭数、被害状況などをGI Sで一元的に表示する「獣害情報マップ」を活

用し、市町の J捕獲促進プランj作成を支援しますロ

また、鳥獣保護法の改正に伴い策定等を行った第二種特定鳥獣管理計画等に基づき、

適正な生息管理に努めるとともに、県による捕獲等事業をモデノレ事業として実施しま

す。

③ 野生鳥獣の生息環境創出のための森林整備等は平成26年度末までに、 12市町26地

域、 326haにおいて進められました。今後各地域において自主的な取組が広がるよう、

事業実施後の生息数等を調査し、事業効果をPRしていきます。

（~＼ 
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( 3）獣肉等の利活用

① 「みえジピエ」（鹿肉、猪肉）の安全性や品質の確保に向けた「『みえジピエ』品質・

衛生管理マニュアノレjを普及させるとともに、「みえジピエ」取扱事業者等であること

を証明する「『みえジピエ』登録制度」については平成26年度末時点で、 25事業者44

施設を登録しています。また、平成27年2月に「みえジピエ」の商標権を取得しまし

た。

引き続き「『みえジビエ』品質・衛生管理マニュアノレ」を遵守した解体処理施設整備

の推進、「『みえジピエ』登録制度Jの普及を図るとともに、「みえジビエ」をより円

滑に流通させるビジネス展開を視野に入れた「みえジピエ推進協議会（仮称）Jの設立

を目指します。

② 「みえジピエ」の普及促進については、登録事業者によるみえジビ、エフェアの開催、

企業連携による商品開発に取り組んで、きましたが、引き続き fみえフードイノベ｝シ

ヨン・ネットワーク」を活用した企業等とのマッチングの促進や消費喚起・生活支援

型交付金を活用したプレミアム付クーポン券の発行等を行い、新商品の開発・販路開

拓に取り組みます。
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(11) 林業の活性化に向けた取組について

1 .現状（背景、課題）

(1) Jll上（森林所有者等）の現状

戦後、造林された人工林の大半が伐採期を迎えるなど、県内の森林資源は

充実してきています器lo しかし、木材価格の低迷等により森林所有者の経営

意欲は低下し、伐採しでも再造林仰やその後の育林の経費が賄えないことか

ら、主伐が行われず、木材生産量は減少しています。

木材生産量を増やすためには、育林から素材生産までの林業全体の低コスト

化を図り、主伐を促進する必要がありますが、森林組合等の林業事業体におい

ては、林業従事者の減少や高齢化により、架線集材などの主伐を行うための

高い技術を持った技術者が不足しています。

相図 1参照 ※2 図2参照

(2) Jll中（原木市場、製材工場等）の現状

木材価格が低迷するなか、木材流通の合理化を図るため、原木市場を経由

しない製材工場等への木材の直送に取り組んでいますが、合板用途以外は新

たな広がりを見せていません。

また、製材工場への意識調査では、 「三重県産の原木は供給量が不安定で

ある。」などの芦もあり、県産材の自給率は 50%程度に留まっていますロ

その一方で、平成26年11月に県内初の木質バイオマス発電所が本格稼働す

るなど、新エネノレギーとしての木質バイオマス需要への期待感が高まっていま

す。

( 3 ）川下（建築事業者等）の現状

本県の木材需要の大部分は製材用材が占めていますが、住宅着工戸数の減

少等により、木材の需要量はピーク時の約 4分の lに減少しています。※3

また、住宅建築において木材の使用量が比較的多い、梁・桁等の横架材に

ついては、国産材の利用率が 1割程度と低位に留まっています。

※3 図 3参照

2. 平成27年度の取組

木質バイオマス発電における木質チップ需要が林業全体の下支えとなるこ

の好機に、素材生産量を増加させるための本格的な主伐の促進や、建築用材、

木質チップ等の安定供給体制づくり、新たな木材需要の拡大などに総合的に

取り組むことで、植えて、育て、収穫し、利用してまた植えるという森林資

源の循環利用を促進します。
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( 1 ）川上（森林所有者等）対策

①伐採を控えている森林所有者の意欲を喚起し、主伐を促進するために、低

密度な植栽等による［低コスト造林」を進めます。

②小規模な森林所有者等が山に放置されている未利用の間伐材等を出荷し、

地域通貨等と交換する「木の駅j プロジェクトを促進するため、森林所有

者等を対象に木材搬出技術の向上を支援します。

③架線集材など主伐に必要な技術者を育成するため、森林組合等の林業事業

体が行う技術研修や、新規就業者の確保等を支援します。

(2）川中（原木市場、製材工場等）対策

①製材工場等に県産材の原木を安定的に供給するため、システム販売（製材

工場等が希望する規格・数量の木材を安定的・計画的に供給する販売方法〉

に新たに取り組む森林組合等に対して、木材流通のコーディネートを行う

人材の育成等を支援します。

②木質バイオマス発電所に安定的にチップ原料を供給するため、地理的条件

が不利な東紀州、！地域からのチップ工場への運搬に支援します。

(3）川下（建築事業者等）対策

①県産横架材（梁・桁）やCLT  (Cross Laminated Timberの略称。板材

を繊維方向が互いに直交するように積層接着したパネル）などの新たな分

野での県産材の利用を拡大するために、工務店等への県産横架材利用の働

きかけやCL Tに関する研修会の開催などに取り組みます。

②住宅建築における県産材の使用率を高めるために、県産材を使用する住宅

の建築を支援します。特に、横架材（梁・桁）に県産材を使用する住宅を

重点的に支援することで、主伐による生産量の増加が見込まれる大径材の

需要拡大に繋げていきます。

③県産材の新たな需要先となる海外への輸出を促進するため、三重県農林水

産物・食品輸出促進協議会による研修会の開催や、海外における需要等調

査の取組を行うとともに、輸出用原木の安定供給体制を構築するために、

原木の供給事業者が行う選別仕分け等を支援します。

このような、川上から川下までの取組を一体的に進めることにより、素材

生産量を増大し、林業全般への好循環をもたらすことで、林業の活性化を進

めます。
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(12）三重県水産業・漁村撮興指針について

1 現状（背景・課題）

わが国の水産業を取り巻く状況は、漁業就業者の減少や高齢化、燃油・飼料価格の

高騰、漁場環境の悪化や資源量の減少、魚価安、消費者の魚離れなど厳しい状況にあ

ります。

本県では、平成 24年3月に、希望ある三重県水産業・漁村を実現していくためのガ

イドラインとして「三重県水産業・漁村振興指針」 （以下「指針」という）を策定し、

漁業者や水産関係団体、市町、県など関係者が連携しで取組を展開しできました。

さらに、 「もうかる水産業」の実現に向け、売れる商品づくりなどに取り組んでき

ましたが、県内の漁業者数は、平成 20年の 9,947人から平成 25年のに 791人に5年

間で 2,156人減少し、その問、県内の漁業生産額も 504億円から 462億円に減少する

など厳しい状況にあります。

こうした中、三重ブランド認定のイセエピ、アワピなどの全国的なブランドや、魚

類・貝類・海藻等豊富な水産資源の強みを生かした水産業の成長産業化を進める必要

があります。

2 取組状況及び情勢の変化

( 1 ）水産業の成長産業化に向けた取組

① 指針を踏まえ、漁業者をはじめ漁村全体で、漁村の活性化などについて、自ら考

え、実行していく、 「地域水産業・漁村振興計画」の策定と実践への支援を行い、

33地区で計画が策定されました。

また、地域特性に応じた養殖水産物を特産品化した「伊勢まだしリや「アサクサ

ノリ」の商品化への支援などを行ってきました。さらに、燃油や養殖用飼料の高騰

対策など漁業経営の安定化を図る取組や藻場造成、堤防・護岸の耐震化など漁村の

防災・減災対策にも取り組んでらきました。

② 平成26年度からは、

1 ）アワビ等の資源増大と「海女もん」商品の展開による販売強化で

海女の収入向上を目指す「海女漁業の振興」

2）複合養殖の推進で経営安定を図る「養殖ビジネスモデルの確立」

3）輸出の定着化に向け取り組む「輸出促進」

4）魚離れへの対策を行う「魚食普及」

5）新規就業者への支援や担い手対策協議会の運営支援を内容とする

「扱い手の確保」

の五つの取組を重点的に展開し、水産業の成長産業化に取り組んでいます。
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( 2）情勢の変化

指針策定以降、東北地方における衛生管理型市場の増加、クロマグロをはじめと

する資源管理の強化、飼料価格等の高騰、国を挙げた輸出の促進、大規模地震によ

る被害想定の発表（平成－26年3月）に伴う危機意識の高まりなど、漁業を取りまく

情勢は大きく変化してきました。

浜からも「まだまだ生産現場は厳しい状況にあるため、早急に指針を見直しては

どうか。 Jとの声もありました。

3 平成27年度の取組

引き続き、水産業の成長産業化等に取り組むとともに、情勢の変化や浜の声を踏ま

えながら、次期「みえ県民カビジョン・行動計画Jの策定作業に合わせて指針を見直

し、年度末の公表に向け作業を進めていきます。
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(13）水産業を支える基盤整備について

1 .現状（背景、課題）

三重県は、全国でも有数の漁獲高を誇る水産県であり、県内 73漁港（県営 12，°市町

営 61）を中心に、さまざまな漁業が営まれています。しかしながら、漁獲量が減少する

とともじ魚価が低迷し、さらには、漁業者の高齢化、後継者不足など、漁業を取り巻く

状況は厳しさを増しています。

また、防波堤や係留岸壁などの漁港施設や、伊勢湾台風直後に多く築造された堤防な

どの漁港海岸保全施設は、それぞれ老朽化が進んでいます。国は南海トラフ地震の今後

30年以内の発生確率を 70%程度としており、大規模地震発生の緊迫度が高い状況である

ことから、漁港施設や海岸保全施設の長寿命化・耐震化などが必要となっています。

2. 平成27年度の取組

( 1 ) 防災・減災機能の強化

老朽化した漁港施設の長寿命化を図るため、保全計画に基づき、計画的に補修・改

修を進めるとともに、地震・津波から漁港や漁村を守るため、防波堤の嵩上げなどの

機能強化を進めます。

また、漁港海岸については、漁港海岸整備検討会を設置し、浸水状況、地域実情や

背後状況、津波避難時間などを考慮した優先度判断を基に、過去最大クラスの南海ト

ラフ地震（L1津波）に対応した計画的な漁港海岸の整備を実施するための整備計画

を策定するとともに、漁港海岸の長寿命化を図るための保全計画の策定に取り組みま

す。

－県営水産物供給基盤機能保全事業

．県営漁港施設機能強化事業

・県営漁港海岸保全事業

( 2）自然と共生する水産業の構築

168,000千円

272,000千円

219, 750千円

対前年比 800.0同

対前年比 64.9同

対前年比 50.4% 

安全で安心な水産物を安定的に提供するため、伊勢湾の干潟造成や英虞湾の波i業、
熊野灘沿岸の藻場造成や増殖場造成などにより漁場環境の保全・創造を進めていきま

す。

・三重の未来を紡ぎ繋げる漁業振興事業 141 750千円 対前年比 54.0目

・海女漁業等環境基盤整備事業 565 050千円 対前年比 150.1% 

(3）漁業・漁村の活力向上

漁獲物などの輸送の合理化を図るため、漁港関連道の整備などを進めます。

また、水産物の流通・生産機能を維持するための拠点漁港の配置について、平成 27

年度からは三重県漁業協同組合連合会等の系統団体などの関係者と検討を進めます。

－県営漁港関連道路事業 209,450千円 対前年比 142.1% 

－市町営農山漁村地域整備事業（水産基盤整備）

203,270千円 対前年比 76,5% 
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